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はじめに
本稿では日本企業の競争力の本質を、「J 選好」i を行う「ポスト・フォーディズム型垂直統
合組織（ポスト・フォーディズム型組織）」ii による「（部品と製品の）生産の同期化」と「持
続的な革新的イノベーション」iii の両立にあると捉える。その両立の実現は、「複合財として
の特殊品」iv から構成される産業分野で事業を行う、J 選好のポスト・フォーディズム型組織
においてのみ、可能であることを論ずる。
このような日本企業の競争力に対して、「非 J 選好」v を行う「フォーディズム型垂直統合
組織（フォーディズム型組織）」vi が、先進国を中心とした「高価格・高付加価値品の市場
（「ファースト・ベスト市場」）」で競争力を発揮することは困難である。
それにもかかわらず、そうした日本企業の競争力に陰りがみられるのは、一つには世界市
場のウエイトが、上記のファースト・ベスト市場から、発展途上国・新興国を中心とした「一
定水準の品質を持つ製品の低価格品市場（「セカンド・ベスト市場」）」に、傾いているためで
ある。これが市場の汎用品化 vii である。
もう一つの理由は、日本企業の、J 選好によるポスト・フォーディズム型組織の競争力を回
避するような欧米企業の新しいビジネスモデルが大きな成功を収めつつあるためである。
本稿では、これを垂直分離モデル（Ⅰ）（Ⅱ）型 viii による挑戦と考える。
以上の視点から、本稿では、ポスト・フォーディズム型組織と垂直分離モデル（Ⅰ）（Ⅱ）
型のそれぞれの競争力と今後の可能性を吟味する。その上で、日本企業の今後の可能性を探
索する。
本稿の構成は次のとおりである。
第 1 章では、ポスト・フォーディズム型組織における生産の同期化と持続的な革新的イノ
ベーションについて論ずる。なお、ここで垂直分離モデル（Ⅰ）型との対比を行う。
第 2 章では、生産の同期化と持続的な革新的イノベーションの達成という視点から見た、
垂直分離モデル（Ⅱ）型の可能性について論ずる。すなわち、J 選好のポスト・フォーディズ
ム型組織と非 J 選好の垂直分離モデル（Ⅱ）型との競争力比較を、生産の同期化と持続的な
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革新的イノベーションの達成可能性という点から吟味する。
第 3 章では、第 1 章及び第 2 章の検討を踏まえて、今後の日本企業の可能性を検討する。
終章は本稿の結論である。
Ⅰ．ポスト・フォーディズム型垂直統合組織における生産の同期化と
持続的な革新的イノベーション　　　　　　　　　　　　　
（1.1）「フォーディズム型垂直統合組織」と「ポスト・フォーディズム型垂直統合組織」の定
義：「ジャストインタイム」「改善」と「生産の同期化」および「持続的な革新的イノ
ベーション」
「標準化による部品と製品の生産システムの同期化」と「持続的な革新的イノベーションに
よる創発」との間のジレンマの解決は、以下に論ずるように、重大な課題である。ひとたび
同期化を目指す生産・販売システムが完成すると、それが精緻であればあるほど、個々の生
産段階で生じ得る様々な改善による変更点（すなわち、技術革新の種）を、生産・販売シス
テム全体に組み込みんだうえで、改めて部品供給と製品の組立による生産の同期化を再建す
ることは、現実には、極めて困難となる。これまでのシステムを壊し、再建することには、
想像を絶する莫大なエネルギーを要する上に、既存システムの各当事者の便益（それは改革
を行うもの、具体的には企業経営者にとっては、巨大な取引費用であるが）を大きく損なう。
見方を変えれば、変革を実現することは、既存システムに利益を持つ各当事者にとっての死
活問題となりうる。このため、標準化による部品と製品の生産システムの同期化と新しいイ
ノベーションの創発との間には、両立させることの難しい厄介なジレンマが生ずる。
それ以前に、標準化による部品と製品の生産システムの同期化そのものが、容易に達成し
えない課題である。これを実現して、一定品質を達成しつつ、競合先企業よりは、低コスト・
低価格の製品を供給して市場を創出しようとしたのが米国の「フォーディズム型企業」であ
る。
筆者の理解では、「フォーディズム」の特質は、標準化された部品の低コスト・大量生産
と、標準化された組立ラインの運用に基づく部品供給と製品の組立の同期化によって、一定
品質の製品を大量に低コスト・低価格で供給することを目指すものである。こうした企業組
織を本稿では、「フォーディズム型垂直統合組織（フォーディズム型組織」）」と定義する。フ
ォーディズム型組織は、当初のフォード自動車にみるように、単一事業部門組織（U 型企業）
として始まったが、現代では、多事業部門組織（Ｍ型企業）であることが一般的である。
同期化の達成度の一つの指標は中間在庫の多寡であり、「ジャストインタイム」という在庫
ゼロ管理を目指す日本企業の生産システムは、米欧の企業を凌駕して、フォーディズム型組
織が目指した目標にもっとも近づいたといえる。それでは、日本企業は、フォーディズム型
組織かというとそうではない。
本稿では、日本企業を、「ポスト・フォーディズム型垂直統合組織（「ポスト・フォーディ
ズム型組織」）」と考える。ポスト・フォーディズム型垂直統合組織（「ポスト・フォーディズ
ム型組織」）」の本稿における定義は、「ジャストインタイム」という在庫ゼロ管理にみるよう
に、『生産の同期化の維持』により、一定品質で、かつ、低コスト・低価格の製品生産という
フォーディズム型組織の目的を現実に完成に近づけることができるだけでなく、それに加え
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て、『生産の同期化の維持』と、『生産システム全体の絶えざる改善および製品の品質向上』
という相反的な目標を両立させることが可能な組織であり、その結果として生ずる、改善に
基づく生産の同期化システムの動態的な成長によって「持続的な革新的イノベーション」を
達成し得る組織」である。
すなわち、本稿の冒頭に述べた、標準化による部品と製品の生産システムの同期化と持続
的な革新的イノベーションの推進という両立しがたい二大目標を、両立困難なジレンマを乗
り越えて、同時達成することができるのが、「ポスト・フォーディズム型組織」である、と定
義する。J 選好の「ポスト・フォーディズム型組織」が、標準化による部品と製品の生産シ
ステムの同期化と持続的な革新的イノベーションの推進を同時達成するメカニズムは、次の
（1.2）で論ずる。
（1.2）取引費用最小化を通じた『部品と製品の生産の同期化の維持』と、『生産システム全体
の絶えざる改善および製品の品質向上』の両立のメカニズム
以下は、相反関係にあると考えられる上記二つの目標、すなわち、『部品と製品の生産の同
期化の維持』と、『生産システム全体の絶えざる改善および部品・製品の品質向上』の両立を
可能にするメカニズムについての仮説であり、これを明らかにすることは、本稿の主要目的
の一つである。先行論文（34）において、すでに、当事者間の取引費用最小化行動が、この
二つの目標の同時達成を可能にすると論じたが、本稿では、その根拠をより詳細かつ具体的
に論じて、二つの目標のジレンマがなぜブレークスルーされるかを明らかにする。二つの目
標の同時達成を可能にするメカニズムの原理となっているのは、「J 選好を行うポスト・フォ
ーディズム型組織による、複合財としての特殊品調達の際の取引費用最小化」ix の基本仮説で
あり、その意味では、これまで論じた新規製品開発や基幹部品製造に際しての、取引費用最
小化のロジックと基本的には同じである。
まず、『部品と製品の生産の同期化の維持』について検討する。部品と完成品の生産の同期
化に際しては、下工程が必要とする部品についての情報（数量・品目）が速やかに、かつ正
確に上工程に伝えられ、それを受けて、上工程では、その情報に速やかに対応し、必要品目
の必要量の部品が、適切なタイミングで、供給されなければならない。これは、部品供給者
が、組立企業外部の部品サプライヤーであろうと、組立企業内部の部品生産部門であろうと、
同等の状況である。ここで留意すべきは、組立企業外部の部品サプライヤーが、組立企業内
部の部品生産部門と同等の役割をしないと、理想に近い形での、部品と完成品の生産の同期
化は成立しえないことである。
その場合、組立企業の外部にある部品サプライヤーの立場に立てば、これら部品サプライ
ヤーが、組立企業内部の部品生産部門と同等の役割を演ずるモチベーションは何かが問題に
なる。
部品企業が J 選好を強めるのは、具体的には、上位企業からの技術移転、安定的受注、納
入価格・資金面での配慮等が受けられるため、しかも永続的に、受けられるためである。特
に、組立企業から高品質部品の安定的受注を得ることは、部品サプライヤーの経営を安定さ
せ、技術を向上させて、企業体質を強化すること及び企業の成長を図るために特に重要であ
る。
彼らにとってはこうした安定的な受注が永遠に続くことが望ましい。すなわち、J 選好の長
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期取引志向とは、長期継続的な取引関係が、（たとえ現実には実現しなくても、）永遠に続く
ことを仮想するものである。それはあたかも企業がどんな長寿企業であっても現実には、永
遠には存続しないにもかかわらず、Going Concern と想定されるのと同様である。しかし、
こうした永続的な企業間関係は相互の信頼関係が築けなければ現実感を持ちえない仮想であ
る x。
組立企業及び部品サプライヤー双方にとって、信頼関係に基づいた、良好で効率的な関係
を長期安定的に維持することは「生産の同期化」達成のための必要条件である。注目すべき
は、「生産の同期化」達成は、部品サプライヤーにとっては、組立企業から永続的に、技術移
転、安定的発注、納入価格・資金面での配慮等を受けることの期待を持てることであり、組
立企業にとっては、部品サプライヤーから永続的に、高品質・低価格の安定的な供給等を受
けることの期待をもてることである。すなわち、「生産の同期化」達成は、両当事者にとっ
て、各々、各当事者企業の経営を維持する競争力の源泉でもある。その意味で J 選好は、ポ
スト・フォーディズム型組織の企業経営およびその競争力を成り立たせるための必要条件で
ある。
繰り返し強調すれば、恒久的に、長期安定的な取引関係を維持するためには、組立企業と
部品サプライヤーという当事者相互の信頼の醸成が必須である。当然のことながら、こうし
た信頼関係醸成のためには、両当事者の多大な努力が必要である。組立企業と部品サプライ
ヤーという両当事者が、「生産の同期化」という具体的な目標達成のために日々努力すること
によって、両者の信頼感は日々確認され強化されることになる。それがさらに、「生産の同期
化」の精度を上げることになる。
先に指摘したように、このプロセスは、当事者各々の経営改善に資するものである。相互
の信頼感が日々の経営改善に資するものであれば、相手が、組立企業外部の部品サプライヤ
ーであるか、組立企業内部の上工程であるかにかかわらず、部品発注主の下工程における当
事者との間で、「生産の同期化」に加えて、納入部品の品質向上及び関連する生産工程の改善
等の協議が、相互の機会主義的行動を懸念することなく行われる可能性は高まると考えられ
る。
組立企業外部の部品サプライヤーにとって、機会主義的に行動することのリスクは、組立
企業との恒久的な取引関係が占める割合が高いほど、さらに彼らが供給する部品の特殊品 xi
としての重要性が高いほど、大きい。部品発注主である組立企業（の下工程）にとっても、
特定の一個の部品サプライヤーに対して機会主義的に行動することは、全部品サプライヤー
に対する信頼感を失うことにつながりかねず、そのリスクは大きい。
いいかえると組立企業と部品企業は、相互の信頼関係を裏切らない、または、裏切れない
という意味で、ロックイン、あるいは、ホールドアップ状態にある。企業内の経営者と従業
員の関係も同様である。
「短期取引で機会主義的な利益を上げるよりも、長期取引を恒久的に継続することの利益を
選好する」J 選好の企業・個人は、ハイリスク・ハイリターンよりも、ローリスク・ローリタ
ーンを選好し、新しいビジネス機会よりも現在のビジネス継続を選好するので、二つ目の目
標である『生産システム全体の絶えざる改善および製品の品質向上』と一つ目の目標である
『生産の同期化』とは、同時並行的に推進されることとなる。
この目標の実現には、以下で論ずるように、筆者が先行論文で論じた、新製品の開発や基
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幹部品製造に際してのプロセス xii がその基盤となる。
『生産システム全体の絶えざる改善および部品・製品の品質向上』と『生産の同期化』の両
立において、最も重要な課題は、上記で論じた一工程・一部品における改善・品質向上が、
他の工程および全工程、並びに他の部品および製品全体にどのような影響を及ぼすか、その
時、生ずると思われる多大なリスクとコストをどのように解決・解消できるかという点であ
る。そのために重要なのが、『部品と製品の生産の同期化の維持』と、『生産システム全体の
絶えざる改善および製品の品質向上』の両立を達成するのに必要なメカニズムであろう。
ここで、注目すべきは、ポスト・フォーディズム型組織であろうとフォーディズム型組織
であろうと、一工程・一部品における革新が、全体に及ぼす影響は非常に大きく、そのため、
生産の同期化を破壊しかねず、それを再構築するための調整に要するコストは莫大であるこ
とには変わりはないことである。
しかしながら、ポスト・フォーディズム型組織においては、生産の同期化の破壊を最小限
にとどめ、調整に要するコストを最小限にとどめることが可能である。
生産の同期化の破壊を最小限にとどめる決め手となるのは、日々の改善効果が一つ一つを
とれば微小であり、目に見えるような大きなインパクトを同期化システムに対して与えるこ
とが、少ないためである。しかしこうした変化が連続的に起きれば、長期的には、部品にも
製品にも、また、部品と製品の同期化システムにも、大きな変化を生ずる。すなわち、生産
の同期化システムの動態的な成長が生ずる。その結果として、革新的なイノベーションの連
続的な創発が、制度的にビルトインされることとなる。
一方、日々の改善による同期化システムへの影響は小さくても、同期化システムの動態的
な成長のもとで日々変化に対する調整を行えば、結果的にやはりそれに要するコストは膨大
になりうる。
しかしながら、調整に要するコストのうち、取引費用については、J 選好の下では、組立企
業は、複合財としての特殊品調達に際し、内製・外注の選択肢を持つために、市場取引費用
プラス企業内取引費用の合計を最小限度に削減することにより、調整コスト全体の最小化を
達成することが可能である。言い換えると、企業内外の取引費用を比較衡量するという取引
費用最小化のメカニズムを通じて、調整に関連する企業内当事者（組立企業内の従業員）の
利害要求（機会主義的利益の要求：組立企業にとっての企業内取引費用）及び企業外当事者
（部品サプライヤー）の利害要求（機会主義的利益の要求：組立企業にとっての市場取引費
用）を統御し、最低限に抑制することができる。
この時、この垂直統合的協業の上位企業（たとえば、組立企業）の下位企業（たとえば、
一次部品企業）に対する統制力すなわち、組立企業が内製・外注の選択権を行使し、特に最
重要のものから内製するという手法での当該部品調達への参画を通じた強い統制力が有効に
機能する。このプロセスは、基本的に、筆者が先行論文で論じた、新製品の開発や基幹部品
製造に際しての取引費用最小化のプロセス xiii と同等である。
要約すると、日本企業のポスト・フォーディズム型組織の生産システムの優位性の本質は、
J 選好の場合には、O. Williamson の定義によれば企業内で内製すべき特殊度の高い財・サー
ビスであっても、外注することにより取引費用を削減できる選択肢を持つことによって、結
果的に、取引費用（市場取引費用プラス企業内取引費用）を最小化できることである。これ
によって、内外関係当事者の機会主義的利益を抑制しつつ、日常的な改善が、「ジャストイン
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タイム」と称される「効率的な部品と製品の生産の同期化システム」を妨げず、むしろ、「改
善に基づく生産の同期化システムの動態的な成長」を生じて、これが事後的・結果的に、持
続的な革新的イノベーションの契機となることである。この点については（1.3）でさらに論
ずる。
これらすべてを支えているのは、J 選好と「複合財としての特殊品」から構成される産業と
いう産業特性に基づく、恒久性を念頭に置いた長期継続取引システムである。
（1.3）ポスト・フォーディズム型組織対フォーディズム型組織の競争：長期取引継続の利益は
どこから生ずるか。独占的競争Ⅲ型におけるポスト・フォーディズム型組織の優位性
それでは、J 選好、すなわち、長期取引継続の利益はどこから生ずるか。それは、持続的な
革新的イノベーションのもとで、差別化商品市場において製品を販売し、平均費用を上回る
利益を上げることができるためである（図 1）。図 1 は、市場への供給を行う企業が右下がり
の需要曲線に直面する差別化競争のケースであり、差別化競争を行っている点では、ポスト・
フォーディズム型組織も、フォーディズム型組織も同等である。
図 1 では、簡単化のため、フォーディズムおよびポスト・フォーディズム両組織とも同等
の右下がりの需要曲線に正対していると考える。これは両組織ともに、自社の供給する差別
化商品については一時的にせよ、ある程度の独占的価格支配力を同等に持つと仮定している
ことを意味する（これは筆者が先行研究で論じた「現代の独占的競争Ⅲ型」xiv の考え方に依
拠している）。
もう一つの簡単化は、ポスト・フォーディズム型組織も、フォーディズム型組織も長期平
均生産費用が同レベルで、一定であることである。これは、両組織ともに、確立された技術
のもとで、基本的に、規模の経済を達成していると想定しているためである。その意味では
両組織ともに、たとえば自動車産業のような成熟産業に属する。
図 1　 フォーディズム型組織の均衡点（D 点）とポスト・フォーディズム型組織の均衡点（E
点）：独占的競争Ⅲ型におけるポスト・フォーディズム型組織の優位性
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「複合財としての特殊品」が製品の主要部分を占める成熟産業にある J 選好のポスト・フォ
ーディズム型組織は、取引費用の最小化を達成し、一方、非 J 選好のフォーディズム型組織
はこれを達成できないため、上記の簡単化により両社の生産費用が同一である場合、前者の
直面する平均（限界）総費用（長期平均（限界）生産費用＋長期平均（限界）取引費用）が、
図 1 の KSUG であるのに対し、後者のそれは、MRTF になる。その結果、前者の利潤最大化
点（限界費用＝限界費用を実現する需要曲線上の点）は、E 点であるのに対し、後者のそれ
は、D 点となる。両者ともに差別化商品市場において製品を販売し、平均費用を上回る利益
を上げることができるが、明らかに、より低い販売価格で、より大量に売ることができるポ
スト・フォーディズム型組織のほうが競争上優位にたつ。
より低い平均総費用曲線を実現する過程を、（1.2）で論じたメカニズムに基づき説明すれ
ば、ポスト・フォーディズム型組織は、『生産の同期化の維持』と、『生産システム全体の絶
えざる改善および製品の品質向上』という相反的な目標を両立させ、その結果として生ずる
改善に基づく生産の同期化システムの動態的な成長によって「持続的な革新的イノベーショ
ン」を実現できる。このため、競合先であるフォーディズム型組織に比べて、常に「より高
品質であり、かつ、より低価格・低コスト」の製品を提供することになるので、競争上の優
位は確固たるものになる。
このように、「複合財としての特殊品」が製品の主要部分を占める成熟産業では、「現代の
独占的競争Ⅲ型」が行われ、J 選好のポスト・フォーディズム型組織が非 J 選好のフォーディ
ズム型組織に対して、優位に立つ。
しかし、J 選好のポスト・フォーディズム型組織があらゆる場合で優位にあるわけではな
い。「現代の独占的競争Ⅲ型」と対比するために、「はじめに」で論じた、世界規模での汎用
品化が進み、自社の製品が汎用品の価格市場で競争する場合を検討すると、図 2 にみるよう
に J 選好のポスト・フォーディズム型組織は、垂直分離モデル（Ⅰ）型において部品・製品
図 2　垂直分離モデル（Ⅰ）型のアジア企業は、超過利潤を上げるのが難しい：独占的競争 I 型
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製造を担当する非 J 選好のアジア企業に対して不利な立場にある。しかし、こうしたアジア
企業にも課題は大きい。それは、製品製造・販売企業の利益の大半は、後述するように、垂
直分離モデル（Ⅰ）型における同じく非 J 選好の中核企業に流出するためである。
図 2 において、垂直分離モデル（Ⅰ）型におけるアジア等のサプライヤーは、最初の破壊
的イノベーション xv（これを「破壊的イノベーション A」とする、以下同様）に基づく設備
投資を行って、一時的に独占的地位を享受できる差別化商品としての製品 Z を生産している
とする。垂直分離モデル（Ⅰ）型におけるアジア等のサプライヤーは、常に顕在的・潜在的
な競争圧力にあるために、その短期平均費用曲線 1 は、図 2 の A 点で、右下がりの需要曲線
D1D1 に直面し、しかも、この需要曲線 D1D1 に接している。この図の示すように、潜在的 ･
顕在的脅威のもとにあるアジア等のサプライヤーには超過利潤は発生しないばかりか、競合
先企業が、一層の技術革新による価格低下を図るという競争圧力を常に感じている。　　
こうした潜在的・顕在的な競合先からの連続的な競争圧力の下で、当該企業は、より有利
な競争上のポジションを目指して、新たな品質向上・コスト削減のための「破壊的イノベー
ション B」を行う動機を持つ。「破壊的イノベーション B」のもとでは、製品Ｚは、より一
層、標準化、かつ量産化され、もう一段の規模の経済が達成可能である。つまり、当初達成
されていた規模の経済は、新たな「破壊的イノベーション B」による「供給サイドの一層の
汎用品化」に基づく、新しい規模の経済の達成によって凌駕される。
「破壊的イノベーション B」が新たな設備投資によって実現されれば、図 2 上で短期平均費
用曲線 2 が実現され、当該企業は A 点から B 点にシフトし、競合先企業よりも有利なポジシ
ョンにつく。同様のパターンで、「破壊的イノベーション C」が「破壊的イノベーション C」
と一層の設備投資によって実現する。
規模の経済を生かし、収穫逓増（費用逓減）を実現する一連の過程（図 2 の A 点から C 点
へのシフト）は、「供給サイドの汎用品化」そのものであり、それは「需要サイドの汎用品
化」に対応し、適合しようとした結果である。ファースト・ベスト市場に競合先である欧米
企業より高品質かつ相対的に低コスト・低価格の製品を供給する J 選好のポスト・フォーデ
ィズム型組織は、こうした汎用品化と低価格競争が同時に進行する競争（これを「独占的競
争 I 型」xvi とする）においては、「過剰品質の高価格品」を提供するとみなされ、競争上不利
な立場にある。これについては、第Ⅲ章でさらに詳しく論ずる。
ここで重要なのは、垂直分離モデル（Ⅰ）型におけるアジア等のサプライヤーは、独占的
競争とはいえ、製品市場の汎用品化に基づく厳しい価格競争の中で、超過利潤を得ることは
困難であることである。これは、独占的競争Ⅲ型にあるポスト・フォーディズム型組織およ
びフォーディズム型組織と大きく異なる。
一方、かれらアジア企業が垂直分離（Ⅰ）型モデルの中核企業から購入する製品製造に不可
欠な中核部品や OS は高度に差別化された高付加価値かつ高価格な財・サービスであり、この
結果、アジア企業の挙げた売り上げの半分以上の付加価値は中核企業に帰するといわれる xvii。
言い換えれば、垂直分離（Ⅰ）型モデルの利益の大半は、中核部品、OS あるいはブランドネ
ームを提供する中核企業に流出することとなる。これが垂直分離（Ⅰ）型モデルの製品製造
を担当するアジア企業のケースである。垂直分離（Ⅰ）型モデルの中核企業は、たとえ最終
製品が比較的低価格の汎用品であっても、自社が供給する中核的な財・サービスは、当該最
終製品のブランド価値を決めるものであるため、アジア等のサプライヤーに対して大規模な
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独占市場で、これら中核的な財・サービスを、非常に高い利益を上げつつ、販売することに
なる。
独占的競争Ⅲ型を行うポスト・フォーディズム型組織およびフォーディズム型組織に立ち
戻って考えれば（図 1、図 3 及び表 1）、垂直分離（Ⅰ）型モデルの非 J 選好の中核企業とは
対照的に、ポスト・フォーディズム型組織のピラミッドの頂点にある組立企業が、ポスト・
フォーディズム型組織である組立企業と部品企業のピラミッド（階層組織）を維持するため
にこそ、最終製品である自社製品を、差別化商品市場（ファースト・ベスト市場）において
販売し、平均費用（平均生産費用＋平均取引費用）を上回る利益を上げることは、必要不可
欠である。組立企業の利益は、一次部品メーカー以下の企業に広く均霑される必要があるた
めである。その場合においてのみ、組立企業は、（1.2）で論じたような、一次部品メーカーと
の長期安定的な関係を維持でき、J 選好を行う一次部品メーカーの信頼を得ることができる。
一次部品メーカーは組立企業からの長期安定的な契約を確保できれば、同様にして、二次部
品メーカーに対して、長期安定的な契約を確保できる。
この必要条件が確保できなくなること、すなわち、市場の汎用品化こそが、ポスト・フォ
ーディズム型組織にとっての最大の課題であり、危機である。
組立企業が、一次部品メーカーとの長期安定的な関係を維持し、しかも垂直統合的な主導
権を確保しているもう一つの要因は、「複合財としての特殊品」である一次部品の主要部分に
ついて、組立企業が、その最重要部分の開発・製作を自ら行うことによって、技術的な主導
権・支配権を確保していることである。そうでないと J 選好を行うとはいえ、情報の非対称
性が大きくて機会主義的な利益を獲得できる場合にはこれを得ようとする一次部品企業に対
して、垂直協調的な主導権・支配権を確立することは難しい。いわば「情」と「理」両面で
のつながりが、ポスト・フォーディズム型組織である組立企業と部品企業との垂直的なネッ
トワーク形成のかなめである。
図 3　 J 型企業（ポスト・フォーディズム型組織、または TCM 型企業）の費用最小化のメカ
ニズム（手島茂樹 2014）
J選好の下で、特殊品として複合財調
達（開発・内製、外注）における取引
費用最小化
差別化された高付加価値・特殊品とし
ての製品・部品の調達・供給における
総費用の最小化
部品と製品の生産の同期化
部品と製品の生産の同期化のプロセス
の動態的・持続的な改変
高品質、低コスト・低価格の製品供給
J型企業としての組立企業による「持
続的な革新的イノベーション」の実現
改善・品質向上
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Ⅱ　生産の同期化と革新的イノベーションの達成のための
垂直分離モデル（Ⅱ）の可能性　　　　　　　　
（2.1）自動車組立企業によるモジュール化の推進
本章では、垂直分離モデル（Ⅱ）型を、第 1 章で論じたポスト・フォーディズム型組織と
の対比で検討する。
近年フォルクスワーゲン（ＶＷ）社（非 J 選好のフォーディズム型組織であるとみなされ
る）は、主要部品（本来、第 I 章で述べた「複合財としての特殊品」である）のモジュール
化を図りつつ、最終製品である自社製品を、差別化商品市場（ファースト・ベスト市場）に
おいて販売し、ポスト・フォーディズム型組織との競争に勝つことを目指している。本稿で
はこの試みを垂直分離モデル（Ⅱ）型と定義する。この定義は、筆者の先行論文・参考文献
（34）に依拠するものである。さらに、図 4 を参照されたい。
垂直分離モデル（Ⅱ）型の組立企業が狙うモジュール化の目的は何か。モジュール化によ
って生産規模が拡大すれば、規模の経済が働き、生産費用は低減する。また、モジュール化
は標準化を意味するので、組立企業にとっての取引費用も削減される可能性はある。但し、
これについては、後で述べるような疑義もあるが、組立企業はモジュールを標準化・汎用品
化することによってモジュールの供給先を増やし、モジュール製造そのものをも汎用品化し
ようとしていると考えられる。
すなわち、垂直分離モデル（Ⅱ）型の組立企業（中心企業）は、モジュール化という手法
を用いて、「複合財としての特殊品」である主要部品の内製部分を減らし、（モジュールとい
う）外注部分を増やすことによって取引費用を削減し、ポスト・フォーディズム型組織に対
抗しようとするものである。なぜなら、非 J 選好のフォーディズム型組織の場合には、これ
ら「複合財としての特殊品」である主要部品は O. Williamson の定義からは、全量、内製せざ
るを得ないためである。内製しなければ市場調達にかかる取引費用が膨大になる xviii。全量内
製しても、企業内取引費用は、市場取引費用よりは少ないものの、取引費用最小化が達成可
能な J 選好の場合の取引費用（市場取引費用プラス企業内取引費用）よりは大きい xix。この
ため、第Ｉ章で論じたように、J 選好のポスト・フォーディズム型組織に対し、非 J 選好のフ
ォーディズム型組織では、コスト面で対抗できない。これを回避するために、「複合財として
表 1　各階層の J 型企業における費用最小化のメカニズム（手島茂樹、2014）
企業主体 製品 費用最小化のメカニズム
垂直統合の初段階
組立企業 複合財としての特殊品
である製品
一次部品内製・外注における取引費用最
小化。最終製品の総費用最小化。
一次部品サプライヤー 複合財としての特殊品
である一次部品
二次部品内製・外注における取引費用最
小化。一次部品の総費用最小化。
二次部品サプライヤー 複合財としての特殊品
である二次部品
三次部品内製・外注における取引費用最
小化。二次部品の総費用最小化。
（略） （略） （略）
n次部品サプライヤー 複合財としての特殊品
である n次部品
（n＋1）次部品内製・外注における取引
費用最小化。n次部品の総費用最小化。
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の特殊品」である主要部品を「モジュール化」し、取引費用そのものを引き下げることによ
って、J 選好のポスト・フォーディズム型組織に対抗しようとするのが、非 J 選好のフォーデ
ィズム型組織である組立企業ＶＷの垂直分離モデル（Ⅱ）型の戦略である、と筆者はみてい
る。
しかし、モジュールを標準化・汎用品化することによってモジュールの供給先を増やし、
「モジュール製造そのもの」をも汎用品化しようとする組立企業によるこうした試みは、モジ
ュール供給企業の利益には反する。
ここで留意すべきは、「モジュールには隠された部分が存在すること」xx すなわち、モジュ
ールとしての機能は標準化されても、モジュール製造にかかる本質的なノウハウはモジュー
ル供給企業に帰するため、モジュール供給企業の組立企業に対する交渉力が強まる可能性が
高いことである。垂直分離モデル（Ⅱ）型のもとで、共に非 J 選好を行う組立企業とモジュ
ール供給企業の交渉の帰趨は不確実であり、したがって、生産システムの同期化とイノベー
ションに及ぼす効果も不確実である。この点につき、次節で論ずる。
（2.2）モジュール供給企業と組立企業との交渉・折衝：差別化競争か、価格競争か
組立企業がモジュールの機能を標準化し、モジュール間のインターフェイスを標準化して
も、モジュールそのものの基本設計、基幹部品および OS 等のモジュールの中核部分について
は、ボッシュ等のモジュール供給企業が創出・供給し、現実のモジュール生産には、下請け
企業が利用されることが多い。すなわち、垂直分離モデル（Ⅱ）型のモジュール製造に当た
っては、垂直分離モデル（Ⅰ）型の中核企業の役割を、モジュール供給企業が担い、垂直分
離モデル（Ⅰ）型のアジア企業の役割を、モジュール供給企業の下請け企業が担う可能性が
高い。
ボッシュ等のモジュール供給企業は、中核企業としての自社のこの役割を堅守し、生産費
用と取引費用は低く抑えつつ、モジュールを差別化商品として組立企業に売却することによ
って、平均総費用（生産費用＋取引費用）を超える販売価格を維持したい。　
図 4　 垂直分離モデル（Ⅱ）型における組立企業とモジュール供給企業ニズム（手島茂樹
2014）
中心企業
（組立企業）
モジュール・ベースでなく、製品ベースの差別化･特殊品化を達成する。
自社が製造する特殊品としてのコア・モジュールが製品全体のブランド
価値を支配することが必要。
中心企業（組立企業）が部品間のインターフェイスの標準化を主導する。
モジュール化が進むと、品質は安定･均質化し、中心企業にとっての、モ
ジュール供給のコストは低減することが期待される。
モジュール
供給企業
モジュール・ベースの差別化･特殊品化を達成する。
モジュールに関する中核企業として行動する。
その場合、中核企業化したモジュール供給企業と組立企業との間で、主
導権争いが生ずる懸念があり、そのことが、当該産業企業の競争力にど
のような影響を及ぼすかについては、様々な可能性がある。
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一方、組立企業としては、モジュールの機能を標準化することにより、多くの新規モジュ
ール供給企業の参入を促したい。そうすることによって、たとえモジュール製造の内容が、
組立企業にとってブラックボックスであり続けたとしても、標準化された製品の価格競争を
促すことができる。この結果、モジュール製造にかかわるノウハウそのものも、実情上、標
準化されてしまえば、それが組立企業にとってはベストである。
こうした組立企業の戦略の成否は、現実にどの程度、新規の部品サプライヤーが、モジュ
ール供給企業として参入できるかにかかっている。現実の参入には、明らかに、資本及び技
術面での制約があろう。たとえば、いくつかの日本の大規模部品メーカーはこの競争に参入
できるかもしれない。米国の有力な部品メーカーについても同様である。アジアからも参入
企業はあるかもしれない。いずれにせよ、当面は、資本力及び技術力ならびに関連企業との
ネットワーク面で、十分な競争力のある限定された供給企業間の寡占的競争になると思われ
る。
このように、いかにモジュールの標準化を進めても、モジュール供給企業間の競争は、全
く同質の商品についての無数の供給者による価格競争という意味での古典的な完全競争とは
ならず、また、第 I 章で論じた収穫逓増を目指した、過当競争的な独占的競争 I 型にもならな
い。どこまで行っても、ある程度は、価格および品質の総合的な競争、すなわち、独占的競
争Ⅲ型に近い差別化競争となると考えられる。唯一の例外的可能性は、何らかの理由により、
標準化されたモジュールを、標準化された製造方法によって大規模生産を行うアジア企業、
例えば中国企業が参入してくるケースで、このとき当該モジュールの汎用品化は一気に進み、
独占的競争 I 型に近い競争が実現する可能性はある。
こうした例外的可能性が起きない限りは、供給側と需要側の情報の非対称性は残り、供給
側のモジュール供給企業は需要側の組み立て企業に対する交渉力を保持する。そうした競争
力は、モジュール供給企業側も、複数の需要家すなわち組立企業とモジュール売買交渉する
ことによって、強化される。すなわち、モジュール供給企業は、VW 等の欧州企業だけでな
く、日本企業や米国企業に自社のノウハウの詰まった、標準化されたモジュールを、ノウハ
ウの中身は明らかにせずに、売り込むこともできるし、その実現可能性は大きい。
もう一つ考慮すべき要因として、デファクトスタンダードまたはデジュールスタンダード
を形成することによって、需要家すなわち組立企業の競争力は、強化されるかもしれない。
しかし、モジュール供給企業もまた、こうした機会を自社に有利に利用しようとするので、
デファクトスタンダードまたはデジュールスタンダードが、両者のどちらに有利に作用する
ことになるかは、不確実である。
さらに、デファクトスタンダードまたはデジュールスタンダードを回避する試みもあろう。
すなわち、デファクトスタンダードまたはデジュールスタンダードに縛られない新製品（主
要部品またはモジュールおよび完成品を含む）を生み出し、新たな競争の場を作ることであ
る。そうした新製品が、新たに大規模市場を創出できるのであれば、モジュール供給企業に
とっても組立企業にとっても、重要な意味を持つ。
成熟産業においても、完成品市場が動態的に進化する余地・可能性を持ち、企業の供給す
る完成品が動態的に進化していくことが重要であるとすれば、第 1 章で論じたように、動態
的に対応するシステムを持っている日本企業のポスト・フォーディズム型組織にとって有利
である。そうした状況はたとえ、電気自動車、燃料電池車等の役割が大きくなっても変わら
生産の同期化と持続的な革新的イノベーション：ポスト・フォーディズム型垂直統合組織と垂直分離モデル（Ⅰ）
（Ⅱ）およびその先にあるもの（手島）
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ない。そうした多様な開発の方向がすでに、J 選好のポスト・フォーディズム型組織の企業経
営の中にビルトインされているからである。
逆に、市場が静態的に固定化していけば、垂直分離モデル（Ⅱ）型のほうが有利になる可
能性もある。ただしその場合には、垂直分離モデル（Ⅱ）型の組立企業ではなく、モジュー
ル供給企業が、あたかも垂直分離モデル（Ⅰ）型の中核企業のような支配権を確立する可能
性が高い。
したがって、表 2 において、垂直分離モデル（Ⅱ）型は、セカンド・ベスト市場において、
ポスト・フォーディズム型組織よりも競争力が強く、ファースト・ベスト市場において、ポ
スト・フォーディズム型組織よりも競争力が弱い。前者のケースで、支配権を確立するのは、
組立企業ではなくモジュール供給企業であり、後者においては、（1.3）で論じたように、J 選
好のポスト・フォーディズム型組織の利益は、表 1 で表される組立企業と部品企業のすべて
に均霑することが期待される。
垂直分離モデル（Ⅱ）型の組立企業は上記のモジュール化の帰結についての検討結果を了
知すべきである。そうした難しい状況にもかかわらず、垂直分離モデル（Ⅱ）型の組立企業
が、モジュール供給企業に対する支配権を維持するためには、（1.3）で論じた、ポスト・フォ
ーディズム型組織のピラミッドの頂点にある組立企業と同様に、最終製品である自社製品を、
差別化商品市場（ファースト・ベスト市場）において販売し、平均費用を上回る利益を上げ
ることが必要である。ただし、その場合、以下の点に留意しなければならない。
第 1 章で論じたように、日本企業の生産システムの優位性の本質は、日常的な改善が、「ジ
ャストインタイム」と称される「最も効率的な部品と製品の生産の同期化システム」を妨げ
ず、それどころか逆に「改善に基づく生産の同期化システムの動態的な成長」を生じ、「持続
的な革新的イノベーション」の契機となることである。
したがって、垂直分離モデル（Ⅱ）型の組立企業にとっての課題は、複合財としての特殊
品」である主要部品を「モジュール化」し、主要部品サプライヤーをモジュール・サプライ
ヤーとした後で、 「改善に基づく生産の同期化システムの動態的な成長」と「持続的な革新的
イノベーション」を、垂直分離モデル（Ⅱ）型を用いてどのようにして同時に達成するかで
ある。
恐らくその道は容易ではない。
表 2　企業組織と市場特性から見た競争力比較
（市場の特性）
（企業組織）
標準化・汎用品化された製品の
市場（新興国中心、「セカンド・
ベスト市場」）。世界的ブランド
と一定品質の製品の価格競争力
高付加価値品の高価格市場（先
進国中心、「ファースト・ベス
ト市場」）。品質・価格を総合し
た差別化競争力
垂直分離（Ⅰ） 強 中
垂直分離（Ⅱ） 　　 強（？） 　　 中（？）
ポスト・フォーディズム
型垂直統合
中 強
フォーディズム型垂直統合 弱 弱
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Ⅲ．今後の日本企業の可能性
第 I 章および第 II 章の議論を踏まえて、各企業組織の競争力を表 3 により整理すると、J
選好のポスト・フォーディズム型組織は、製品としても部品としても、高付加価値な特殊品
としての特性を持つ（A）産業、すなわち、「複合財としての特殊品」から構成される産業で
事業活動を行っている（表 3 の供給特性（1））。（A）産業では、ポスト・フォーディズム型
組織は J 選好に基づき、組立企業と部品企業の各階層で、「複合財としての特殊品」としての
部品を調達する際に、取引費用を最小化できるために、競争力を獲得した（図 1，3 および表
1）。第 I 章で論じたように、こうした取引費用最小化の優位性を生かして、「生産の同期化の
維持」と、「生産システム全体の絶えざる改善および製品の品質向上」の両立を実現し、「持
続的な革新的イノベーション」によって、競合先である非 J 選好のフォーディズム型組織よ
りも「高品質であり、かつ低コスト・低価格」を実現できるのが、J 選好のポスト・フォーデ
ィズム型組織の競争優位である。（1.3）で論じた現代の独占的競争Ⅲにおいて、日本企業が競
争力を持つ（図 1）理由はこのためである。留意すべきは、（1.3）で論じたように、ポスト・
フォーディズム型組織が各階層で取引費用を最小化できるのは、取引当事者間相互に、相手
が「短期の機会主義的利益よりは長期の取引継続による利益を選好する」という J 選好を行
うことへの恒久的な信頼感があるためである。先に論じたようにこの信頼感を維持・確保す
るためには、組立企業は、超過利潤を獲得し、これを一次部品サプライヤー以下に均霑する
必要がある。このためには、J 選好のポスト・フォーディズム型組織による階層組織（表 1）
の頂点に立つ組立企業は、完成品についての高付加価値な差別化製品の市場（ファースト・
ベスト市場）を確保する必要がある。すなわち、表 3 の需要サイドの条件①をクリアした場
合においてのみ、競争優位を実現できる。
 すなわち、表 3 の①と（1）の需要・供給両サイドの要件が充足されたときにおいてのみ、
J 選好のポスト・フォーディズム型組織は競争力を十分に発揮できる。現状では、日本の自動
車産業は、この要件を充足しているとみられる。
一方、IT エレクトロニクス家電産業では、多くの完成品が急速な汎用品化のもとにあり、
（1）の供給特性は変わらないとしても、需要特性は②のセカンド・ベスト市場（一定の品質
を確保したうえで、低価格な汎用品を志向する市場）に変化しつつあり、日本企業は急速に
競争力を失いつつある。ここでは競争のパターンは現代の独占的競争Ⅲ型から、同じく（1.3）
で論じた現代の独占的競争 I 型にシフトする。ここで競争力を持つのは、「破壊的イノベーシ
ョン」によって積極的な研究開発投資・設備投資を行うアジア企業等である。別の言い方を
すれば、（1.3）で論じた、垂直分離モデル（Ⅰ）型におけるアジアのサプライヤーである。
ここで特筆しなければならないのは、需要サイドの汎用品化が進めば、J 選好のポスト・フ
ォーディズム型組織にとって深刻な問題が生ずることである。J 選好のポスト・フォーディズ
ム型組織による階層組織（表 1）の頂点に立つ組立企業が、完成品についての高付加価値な差
別化製品の市場（ファースト・ベスト市場）を確保できなければ、超過利潤を一次部品サプ
ライヤー以下に均霑することもできず、したがって、表 1 の階層組織全体の維持が困難にな
る。J 選好に基づくポスト・フォーディズム型組織のパラダイムも競争優位もその根底から揺
らぐことになる。一次部品サプライヤー以下を支えてきた組立企業からの利益の均霑が困難
生産の同期化と持続的な革新的イノベーション：ポスト・フォーディズム型垂直統合組織と垂直分離モデル（Ⅰ）
（Ⅱ）およびその先にあるもの（手島）
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になれば、J 選好を支えてきた、恒久的な長期取引継続の利益への信頼感も薄れる。J 選好が
失われれば、取引費用最小化という日本企業にとっての最大の競争優位も喪失する。
近年、IT エレクトロニクス家電産業に属する巨大企業にみられる終身雇用制度の見直しや
早期退職の勧告、成果主義の導入等の現象は、J 選好に基づくポスト・フォーディズム型組織
の取引費用最小化パラダイムの動揺を示している。これは同産業が自動車産業と並ぶ日本の
主要製造業であり、関連部品企業も含めたときに雇用への波及効果が大きいことを考えれば、
極めて深刻な事態である。
但し、同じ電気関連分野でも重電関係の世界需要の汎用品化は、IT エレクトロニクス家電
産業ほどではない。汎用品化の度合いの差こそが、重電を含む総合電機産業とそうでないも
のの業績格差を如実に表していると考えられる。
表 3 の（2）は、供給サイドで一次部品レベルでは、資産の特殊性が顕著にみられる分野で
ある。日本の IT エレクトロニクス家電産業が、当面、当該一次部品についての高付加価値な
差別化製品の市場（ファースト・ベスト市場）を確保することができれば（表 3 の①）、これ
が表 3 の（B1）産業である。しかし、資産の特殊性の高い一次部品が、完成品全体のブラン
表 3　産業競争力のマトリックス（手島茂樹 2006（国際ビジネス研究学会年報）－ 2014）
需要特性
供給特性
①　高価格・高付加価値な特殊
品を志向する大規模市場〔差別
化競争志向〕
〔ファースト・ベスト市場〕
②　一定の品質を確保したうえ
で、低価格な汎用品を志向する
大規模市場〔価格競争志向〕
〔セカンド・ベスト市場〕
〔1〕製品としても部品と
しても製品コンセプトの
確立された高価格・高付
加価値な特殊品としての
特性を維持
〔A〕自動車産業等では、日本企
業は、最終製品にも部品にも十
分な競争力を維持。
〔特殊品調達・生産に際しての
取引費用最小化及び連続的・持
続的な革新的イノベーションに
基づく、国際競争力〕
〔D1〕過剰品質の企業は競争力
を失うが、汎用品の低価格供給
に適した企業は競争力を持つ
〔2〕製品としては、速
やかに汎用品に移行する
が、部品・設計等特殊品
としての特性を維持
〔B1〕高付加価値部品・素材の
供給には競争力と高い市場シェ
アを持つが、製品全体のブラン
ド力は左右しない。
〔特殊品調達に際しての取引費
用最小化に基づく、国際競争力〕
〔D2〕過剰品質の企業は競争力
を失うが、汎用品の低価格供給
に適した企業は競争力を持つ
〔B2〕製品全体のブランド力を
左右する基幹部品・設計等を創
出
〔全く新しいコンセプトの新製
品を生み出す革新的イノベーシ
ョンに基づく〕
〔D3〕汎用品の低価格競争に適
した企業は競争力を持つ
〔3〕特殊品から速やかに
汎用品に移行する製品、
部品・設計等
〔C〕標準化・ブランド化によ
って差別化に成功する企業は競
争力をもつ。
〔D4〕汎用品の低価格供給に適
した企業は競争力を持つ
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ド価値を支配していない（B1）産業の場合には、その競争優位は安定的なものではない。な
ぜなら、「破壊的イノベーション」によって、市場の求める一定の低品質は維持しつつ、より
低価格の類似の一次部品を携えて参入するアジア等のサプライヤーが必ず存在するからであ
る。そうなると当該市場は②に移行し、アジアのサプライヤーが競争力を持つことになる。
それでも日本の IT エレクトロニクス家電産業は二次部品産業に活路を見出すかもしれない。
しかし、早晩、二次部品にも、一次部品に起きたことと同様のことが起きる。三次部品以下
についても同様である。その結果、最終的には、IT エレクトロニクス家電産業における「複
合財としての特殊品」は部品レベルでも製品レベルでも完全に消滅し、当該産業は、供給面
でも需要面でも、全て汎用品化する。最終的にはいわば完全競争市場に近いものになる。
IT エレクトロニクス家電産業がファースト・ベスト市場を確保し、J 選好のポスト・フォ
ーディズム型組織（と組立企業と部品企業からなるその階層組織）を維持する一つの方法は、
IT エレクトロニクス家電産業分野の組立企業が自らの階層組織を率いて、自ら自動車産業の
一次部品サプライヤーとなることである。そのことである程度の延命ははかれるし、現実に
実行されている。
しかしもっと良い方法は、改めて、J 選好のポスト・フォーディズム型組織のパラダイムを
十分に生かすことのできる大規模な最終製品市場を自ら創出することである。そうした工夫
の余地は実は非常に大きい。
表 2 の供給サイドの（2）の特性を持っていても、（B2）産業は（B1）産業とは全く異な
る。（B2）産業の特殊部品（中核部品）は、完成品のブランド価値を支配しており、こうした
特殊部品の供給を受けて完成品を作るアジア等のサプライヤーへの供給を独占的に支配して
いる。そのため、需要サイドの特性は表 2 の①となる。これはまさに、（1.3）で論じた、垂直
分離モデル（Ⅰ）型の中核企業のポジションである。（B2）産業は、そのパートナーであるア
ジア企業の供給する完成品が、如何に汎用品化しても、深刻な影響を受けることはない。中
核部品は汎用品化された製品の価値の過半を占めるため、その収益構造が揺らぐことはない。
当面は新製品のコンセプトの創出とその中核部品の開発に注力すればよい。
日本企業にとっての問題は、J 選好のポスト・フォーディズム型組織のなかから、垂直分離
モデル（Ⅰ）型の中核企業を生み出すことができるか、という点である。
Ⅳ．終章
前章で論じたように、現在の日本の企業システムにとっての最大の懸念は、J 選好のポス
ト・フォーディズム型組織の競争優位が、多くの産業で失われつつある一方、非 J 選好の、
垂直分離モデル（Ⅰ）型の中核企業を生み出すことも困難であることである。この両者を両
立させる組織のブレークスルーは今のところ実現していない。かつて、「標準化による部品と
製品の生産システムの同期化」と「持続的な革新的イノベーション」による創発との間のジ
レンマを、J 選好のもとでの取引費用最小化という、ポスト・フォーディズム型組織のパラダ
イムによって、克服した日本企業にとって、これが当面する次の最大の課題である。
（以上）
生産の同期化と持続的な革新的イノベーション：ポスト・フォーディズム型垂直統合組織と垂直分離モデル（Ⅰ）
（Ⅱ）およびその先にあるもの（手島）
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っとも成功するのみならず、日々の改善による生産システムの改善を、生産の同期化を損なうことなく
取り入れることによって、持続的な革新的イノベーションを起こしうる組織ととらえる。これについて
は、本稿第 I 章で詳しく論ずる。参考文献 No.34 手島茂樹 ［2014］「日本企業の競争力と垂直分離モデル：
自動車産業の競争力再考」『季刊国際貿易と投資』No.98。pp110-130
iii 「持続的な革新的イノベーション」とは、生産システムおよび部品・製品の連続的な改善・品質向上によ
って、結果的に、当初の部品・製品とは質的に異なる、高度な部品・製品の開発に至ることであり、こ
のイノベーションは、本稿で強調しているように、J 選好のポスト・フォーディズム型組織においては、
部品と製品の生産の同期化の維持と整合的でありうる。参考文献 No. 28、手島茂樹 ［2012］「海外事業展
開を通じた日本企業の国際競争力再建」『季刊国際貿易と投資』No.87 および参考文献 No.34。
iv 「複合財としての特殊品」とは、市場調達の際の取引費用が、企業内調達の際の取引費用よりも大きいと
いう特性を持つ財・サービス（すなわち、資産の特殊性の高い財・サービス）と定義される「特殊品」
（O. Williamson の定義による。参考文献 No.10）が、さらに「特殊品」としての特性を持つ部品から構
成されていることを意味する。O. Williamson の考え方によれば企業内で内製すべき特殊度の高い部品で
あっても、J 選好のもとでは一部外注することにより、取引費用を最小化できることを筆者は論じた。
参考文献 No. 27 および No.34。
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v 非 J 選好とは「長期取引を恒久的に継続することの利益よりも、短期取引で機会主義的な利益を上げる
ことを選好する」ことを意味する。筆者は、従来、これを「非日本型選好」としていたが、注 i と同等
の理由から本稿では非 J 選好とする。参考文献 No.4 から 8 および 18 から 34。
vi 「フォーディズム型垂直統合組織」とは、次のことを目指す組織である。すなわち、標準化された生産
システムによって、標準化された部品を用いて、大規模部品生産と大規模製品生産の同期化を実現しつ
つ、標準化された均一の製品を大規模に生産すること、すなわち、低コスト・低価格で均一の品質の製
品の供給を大規模に行うこと、を目指す組織である。ただその実現に最も近付いたのは、日本企業のポ
スト・フォーディズム型組織である。これについては、本稿第 I 章で詳しく論ずる。参考文献 No.34 も
参照。
vii 世界市場の需要が「高付加価値であれば高価格でも購入しよう」とする大規模市場から、「一定品質を充
足していれば、低価格品を志向する」大規模市場へと、転換する傾向が強くみられるのが近年の世界経
済の特質であるである（参考文献 No.1）。これが「汎用品化」である。前者は先進国中心、後者は発展
途上国・新興国中心であったが、先進国経済の成長鈍化、新興国の急成長に加えて、先進国における低
価格志向も強まり、汎用品化は世界的に加速している。
viii 垂直分離モデル（Ⅰ）型は、IT エレクトロニクス産業にみられる、汎用化された製品の製品コンセプト
の創出、基本設計、基幹部品の供給等を行う「中核企業」と、汎用品化された製品等の製造を担当する
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